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消費生活相談の状況 
 

（１） 相談件数 

 

・平成２８年度に消費生活センターに寄せられた相談総数は ６，４１０件で、前年度よ

り７３件の増加となった。 

・相談件数は苦情相談が ５，８１０件（約９０．６％）、問合せ相談等が ６００件（約

９．４％）で、そのうち人身に危害が生じた危害相談が８９件、人身事故の恐れがあっ

たと思われる危険相談が３６件あった。 

・相談方法別件数は来訪が６８０件、電話が５，７２３件、文書が７件で、電話が約８９．

３％を占めた。 

 

過去５年間の相談件数 

 

 

 

 

年度別相談件数 

 

年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

全件数 ５，７６３ ６，１５６ ６，４１３ ６，３３７ ６，４１０ 

（苦情件数） ５，２０１ ５，６３０ ５，８１７ ５，７７５ ５，８１０ 

（問合せ件数等） ５６２ ５２６ ５９６ ５６２ ６００ 

件数 

7,138 6,973 

6,394 
6,135 6,234 
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6,156 
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（２）契約当事者 

 

・契約当事者の性別は、不明分を除き、男性２，６８１件（約４４．３％）、女性は３，３

６７件（約５５．７％）であった。 

・年齢別では、下表のとおり７０歳以上の相談が多く、全体の約２２．８％を占めている。 

・若年者（３０歳未満）のうち２０歳代の相談は増加した。 

・６０歳代、７０歳以上の相談件数では、全体に占める割合がそれぞれ約１５．１％、 

約２２．８％で、これらの年代は合わせて約３７．９％となっている。 

 

契約当事者の年代別相談件数 

 

契約当事者の職業別相談件数 

 

 

年齢別 

件   数 

前年度比 

総件数に占め

る割合 

 
２７年度 ２８年度 増減数 

２０歳未満 １９８ １６２ △３６ ８１．８ ２．５ 

２０歳代 ４８８ ５１０ ２２ １０４．５ ８．０ 

３０歳代 ６８７ ６６２ △２５ ９６．４ １０．３ 

４０歳代 ９９１ ９２３ △６８ ９３．１ １４．４ 

５０歳代 ７３２ ８４０ １０８ １１４．８ １３．１ 

６０歳代 ９２９ ９７１ ４２ １０４．５ １５．１ 

７０歳以上 １，４１１ １，４６０ ４９ １０３．４ ２２．８ 

(参考)６５歳以上 １，９５７ １，８７７ △８０ ９５．９ ２９．３ 

職業 
件数 

前年度比 
２７年度 ２８年度 増減数 

給与生活者 ２，０３０ ２，１００ ７０ １０３．４ 

自営・自由業 ３２３ ３７１ ４８ １１４．９ 

家事従事者 １，２６０ １，１６９ △９１ ９２．８ 

学生 ２９２ ２３５ △５７ ８０．５ 

無職 １，６５５ １，７７１ １１６ １０６．９ 

団体 １０５ １１０ ５ １０４．８ 
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（３）契約購入金額 

 

・契約購入金額別の相談件数は、５０万円未満までの契約に関する相談件数が大半であるが、

１千万円を超える高額な商品・サービスに係る相談件数も多数発生した。 

 

契約購入金額別相談件数 

（※契約購入金額の不明な事案や契約購入に至っていない事案は表に記載していない） 

 

契約・購入金額 
件数 

前年度比 
２７年度 ２８年度 増減数 

1万円未満 ５５２ ５４４ △８ ９８．６ 

1万円以上～5万円未満 ５３５ ５３５ ０ １００．０ 

5万円以上～10万円未満 ２８７ ２６０ △２７ ９０．６ 

10万円以上～50万円未満 ７５０ ６９９ △５１ ９３．２ 

50万円以上～100万円未満 １３６ １５０ １４ １１０．３ 

100万円以上～500万円未満 １７６ １８１ ５ １０２．８ 

500万円以上～1千万円未満 １９ ２６ ７ １３６．８ 

1千万円以上～5千万円未満 ３４ ３３ △１ ９７．１ 

5千万円以上～1億円未満 ３ ０ △３ ０．０ 

1億円以上 ０ ２ ２  
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（４）相談内容別件数 

 

・相談内容は、契約・解約に関する相談が４，４０５件で一番多く、次いで販売方法２，８４７

件、接客対応１，２３０件、品質・機能・役務品質８８５件、価格・料金８３７件といった相談が

多く寄せられた。 

内容別相談件数 

 

（※上記の表は、1 件の相談であっても、複数の分類に該当する場合は、それぞれの件数に

重複してカウントしている。） 

 

 
相 談 内 容 

件数 

２６年度 ２７年度 ２８年度 

契約・解約 

法律行為としての契約に関する相談及び法定

解除理由がないと判断される解約に関する相

談 

4,641 4,369 4,405 

販売方法 

購入したか否かに関係なく、販売形態、販売の

手口、セールストーク等のいずれかひとつでも

問題がある相談 

3,038 2,871 2,847 

接客対応 
アフターサービス、販売時の接客態度、クレー

ム処理、保証等に関する相談 
1,295 1,187 1,230 

価格・料金 
商品の価格及び利用料、使用料等役務の対価に

関する相談 
999 854 837 

品質・機

能・役務品

質 

商品の品質、機能、性能、故障、不具合、使い

勝手及び役務の内容・水準等に関する相談 
845 856 885 

表示・広告 

商品、役務の内容、取引条件及び取引に関する

事項について、事業者が行う表示、広告、マー

ク等の相談 

390 443 426 

安全・衛生 

身体、生命の被害及びその恐れのある事故、火

災、発火等の危険、食品衛生、発がん性や残留

農薬等、安全衛生に関する相談 

275 296 258 

法規・基準 

法律、条例、指導通達、業界基準、自主基準、

法規格、任意規格等、規定された一定の基準に

関する相談 

129 127 103 
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（５）商品・サービス別相談 

 

 

商品・サービス別の相談件数 

順 

位 

商品・役務 

件数 

主な相談内容 
27年度 28年度 

1 
インターネット関連

サービス 
1,118 1,123 

アダルトサイトや出会い系サイト、身に覚えのない有料

情報サービス等の利用料に関する相談など 

2 新聞 288 251 
景品付き長期購読契約に係る解約時のトラブルに関する

相談など 

3 不動産貸借 198 236 解約退去時の敷金返還や修繕費用に関する相談など 

4 商品一般 206 226 

債権の内容が不明な架空請求に関する相談、知らない相

手・会社からの電話やメールの相談、商品券・プリペイ

ドカード・ポイントカードの取扱いに関する相談、個人

情報の削除に関する相談など 

5 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続回線 228 220 
回線契約に係る請求金額や解約時のトラブルに関する相

談や、執拗な勧誘行為に関する相談など 

6 携帯電話関連 219 212 
携帯電話の契約内容や携帯電話機本体の不具合に係るト

ラブルに関する相談など 

7 工事・建築 189 185 
修繕工事やリフォーム工事に係る高額請求や解約に関す

る相談など 

8 健康食品関係 127 166 
申し込んだ覚えのない健康食品の送り付けに関する相談

や、健康食品摂取後の体調不良に関する相談など 

9 ﾌﾘｰﾛｰﾝ･ｻﾗ金 87 98 
多重債務に関する相談や、消費者金融やヤミ金からの借

金に関する相談など 

10 四輪自動車 91 95 

車の故障、部品や装備品の不具合、中古車の走行距離・

修理歴の相違や契約後のキャンセルに伴う解約金に関す

る相談など 
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（６）販売購入形態別相談 

 

・販売購入形態別相談件数では、通信販売に関する相談が２，３０９件で最も多く、続いて

店舗購入に関する相談が１，８４１件、訪問販売が７０９件となっている。 

・無店舗販売に係る相談を年代別で見ると、いずれの年代も通信販売（主にアダルトサイト

や出会い系サイトなどのインターネット関連サービスに関するもの）が多く、７０歳以上

の年代では訪問販売・電話勧誘販売（主に新聞の景品付きの長期購読契約の解約、リフォ

ームの勧誘、実態不明の投資）が多くなっている。 

 

販売購入形態別相談件数 

 

無店舗販売に係る相談の年代別件数（２８年度） 

販売購入形態 20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 

訪問販売 ４ ２２ ４８ ６２ ６０ １１０ ２９８ 

通信販売 １１７ ２０７ ２９６ ４３９ ３６３ ３５７ ３４４ 

ﾏﾙﾁ・ﾏﾙﾁまがい １ ３７ ６ ８ ４ ９ ７ 

電話勧誘販売 １ １３ １８ ３７ ３３ ７３ １４２ 

ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ・ｵﾌﾟｼｮﾝ ０ ３ １ １ ０ ０ １８ 

訪問購入 ０ ０ ２ ４ １０ １５ ２９ 

 

販売購入形態 
件数 

前年度比 
２７年度 ２８年度 増減数 

店舗購入 １，８７３ １，８４１ △３２ ９８．３ 

無
店
舗
販
売 

訪問販売 ７７１ ７０９ △６２ ９１．８ 

通信販売 ２，０３５ ２，３０９ ２７４ １１３．４ 

ﾏﾙﾁ・ﾏﾙﾁまがい取引 ６６ ７９ １３ １１９．７ 

電話勧誘販売 ４２８ ３５４ △７４ ８２．９ 

ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ・ｵﾌﾟｼｮﾝ １１ ２６ １５ ２３６．４ 

訪問購入 ５６ ６７ １１ １２１．８ 



7 

 

（７）苦情処理状況 

 

センターに寄せられる相談のうち、消費者と事業者の交渉が円滑に行われるようにセンターが間

に入るあっせんの苦情処理状況は次のとおり。 

 

 

年  度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

あっせん件数 ８６４ ８０７ ９１０ 

解    決 ７６６ ７２４ ８２７ 

不    調 ９８ ８３ ８３ 

あっせん解決率 ８８．７％ ８９．７％ ９０．９％ 


